
都道府県名 市区町村名
自治体コー

ド
Ｎｏ 交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

推奨事業メニュー
事業
始期

事業
終期

総事業費（千円） 成果目標（可能な限り定量的指標を設定） 実施状況の公表等について（HP,広報紙など）
備考1

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の通
知の発出状況に定義されている対象分野)

千葉県 流山市 12220 2
物価高騰支援事業（社会福祉課　追加支給
分）【R5均等割世帯給付金】、物価高騰支援
事業（社会福祉課）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の
生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　2202世帯×100千円、令和６年度非課
税化世帯　1932世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　849
世帯×100千円、子ども加算　2386人×50千円、定額減税を補足する給
付の対象者　53123人　(1256060千円）　　のうちR６計画分
事務費　69671千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委
託料　使用料及び賃借料　その他　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（4983世帯）、定額減税を補足する給
付の対象者数（53123人）

－ R6.2 R6.12 1,513,831
対象世帯に対して令和6年8月までに支給
を開始する

ホームページ、広報誌 対象分野に関連しない

千葉県 流山市 12220 7
物価高騰支援事業（社会福祉課　追加支給
分）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の
生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　15000世帯×30千円、子ども加算
2000人×20千円　　のうちR６計画分
事務費　31580千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委
託料　使用料及び賃借料　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（15000世帯）

－ R7.2 R7.4以降 521,580
対象世帯に対して令和7年2月までに支給
を開始する

ホームページ、広報誌 対象分野に関連しない

千葉県 流山市 12220 11
学校給食公会計化事業（9月補正分）（国の
R5補正分）

①物価高騰の中、学校給食費の質・量を維持するにあたり、原油価格・
物価高騰等に直面する児童生徒の保護者等の急激な負担増加を防ぐた
め、高騰する賄材料の購入費用を負担するもの。（教職員分除く）
②③〇小学生：
30円×179回×2,361人＝12,678,570円
30円×183回×11,556人＝63,442,440円
小計　≒76,121,000円
〇中学生：
32円×183回×3,634人＝21,280,704円
32円×173回×1,642人＝9,090,112円
小計　≒30,371,000円
〇合計≒106,492,000円
うち60,000,000が本件計上
④児童生徒の保護者

②エネルギー・食料品価格等
の物価高騰に伴う子育て世帯
支援

R6.4 R7.3 60,000 対象児童生徒数19,193人 HP 給食

千葉県 流山市 12220 12
学校給食公会計化事業（9月補正分）（国の
R6補正分）

①物価高騰の中、学校給食費の質・量を維持するにあたり、原油価格・
物価高騰等に直面する児童生徒の保護者等の急激な負担増加を防ぐた
め、高騰する賄材料の購入費用を負担するもの。（教職員分除く）
②③〇小学生：
30円×179回×2,361人＝12,678,570円
30円×183回×11,556人＝63,442,440円
小計　≒76,121,000円
〇中学生：
32円×183回×3,634人＝21,280,704円
32円×173回×1,642人＝9,090,112円
小計　≒30,371,000円
〇合計≒106,492,000円
うち46,492,000が本件計上
④児童生徒の保護者

②エネルギー・食料品価格等
の物価高騰に伴う子育て世帯
支援

R6.4 R7.3 46,492 対象児童生徒数19,193人 HP 給食



都道府県名 市区町村名
自治体コー

ド
Ｎｏ 交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

推奨事業メニュー
事業
始期

事業
終期

総事業費（千円） 成果目標（可能な限り定量的指標を設定） 実施状況の公表等について（HP,広報紙など）
備考1

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の通
知の発出状況に定義されている対象分野)

千葉県 流山市 12220 13 学校給食公会計化事業（12月補正分）

①物価高騰の中、学校給食費の質・量を維持するにあたり、原油価格・
物価高騰等に直面する児童生徒の保護者等の急激な負担増加を防ぐた
め、高騰する米の購入費用を負担するもの。（教職員分除く）
②③〇小学生：
(475円/kg-351円/kg)÷1000ｇ×70ｇ/人×（2,361人+11,556人）×40
回（３学期米飯回数）≒4,832,000円
〇中学生：
(475円/kg-351円/kg)÷1000ｇ×70ｇ/人×（3,634人+1,642人）×40回
（３学期米飯回数）≒1,832,000円
合計　≒6,664,000円
④児童生徒の保護者

②エネルギー・食料品価格等
の物価高騰に伴う子育て世帯
支援

R7.1 R7.3 6,664 対象児童生徒数19,193人 HP 給食

千葉県 流山市 12220 14 学校給食公会計化事業（第３子無償化分）

①物価高騰の中、市内公立小中学校へ通う、第３子以降の児童生徒の学
校給食費について無償化するもの。
②小学校：938人*47,300円＝44,367,400円
中学校：311人*56,100円＝17,447,100円
事業費：44,367,400+17,447,100円＝61,814,500円
県費50％30,908千円
市負担50％30,907千円
④児童生徒の保護者

②エネルギー・食料品価格等
の物価高騰に伴う子育て世帯
支援

R6.4 R7.3 61,815 対象児童生徒数1,249人 HP、チラシ 給食

千葉県 流山市 12220 15 物価高騰支援事業（商工振興課）

①燃料価格高騰の影響により、厳しい経営環境下にある中小貨物自動車
運送事業者等にを支援するため、「運送事業継続支援事業補助金」とし
て車両1台あたり21千円(又は10千円)を支給するもの。
②③
補助金：23,000千円
・普通貨物、小型貨物、牽引車、霊柩車、貸切バス・・・車両１台あた
り21千円（868+84+38+18+11）×申請率95％×21,000円≒20,318千円
・軽貨物自動車・・・車両1台あたり10千円（447）×申請率60％×
10,000円≒,682千円
事務費：392千円（報酬、消耗品、役務費等）
事業費　23,392千円
④市内営業所等に事業用車両を有している中小企業、小規模事業者等

⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

R7.1 R7.4以降 23,392
・緑ナンバーの普通貨物868台、小型貨物
84台、牽引車38台、霊柩車18台、貸切バ
ス11台

HP、広報、文書 運輸交通・物流・観光事業者

千葉県 流山市 12220 16 物価高騰支援事業（まちづくり推進課）

①物価高騰に直面している状況下において、地域公共交通事業者が負担
する燃料価格高騰相当分について、「流山市地域公共交通事業者燃料価
格高騰対策支援金」を交付することにより、市内の公共交通の継続を図
るとともに、利用者の利便性を確保するもの。
②③市内に本社を有する鉄道事業者への補助金　1,080千円
④・市内に本社を有する鉄道事業者

⑧地域公共交通・物流や地域
観光業等に対する支援

R7.3 R7.4以降 1,080 鉄道事業者　1社 HP、文書 運輸交通・物流・観光事業者

千葉県 流山市 12220 17
物価高騰支援事業（環境政策課）（省エネ家
電買替補助）

①物価高騰に直面する中、市民の家庭におけるエネルギー費用負担の軽
減及び二酸化炭素排出量削減のための省エネ性能の高いエアコン・冷蔵
庫への買い替えを支援するもの。
②③省エネ性能の高いエアコン・冷蔵庫に対する補助
1,000台×40千円=40,000千円
報酬692千円
旅費67千円
郵送料231千円
複写機使用料10千円　　計41,000千円
④市民

④省エネ家電等への買い換え
促進による生活者支援

R7.3 R7.4以降 41,000 対象台数　1,000台 HP、広報 省エネ家電買い替え等

千葉県 流山市 12220 18
物価高騰支援事業（環境政策課）（宅配ボッ
クス購入補助）

①物価高騰の中、戸建住宅等へ宅配ボックスの設置を支援することによ
り、物流業者の再配達を抑制し、燃料消費を抑制するもの。
②③宅配ボックス購入に対する補助
１個当たり補助上限　　10千円（補助率1/2）
補助見込み台数　　　 50台　　50台×10千円＝500千円
④市民

③消費下支え等を通じた生活
者支援

R7.3 R7.4以降 500 対象台数　50台 HP、公報 対象分野に関連しない



都道府県名 市区町村名
自治体コー

ド
Ｎｏ 交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

推奨事業メニュー
事業
始期

事業
終期

総事業費（千円） 成果目標（可能な限り定量的指標を設定） 実施状況の公表等について（HP,広報紙など）
備考1

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の通
知の発出状況に定義されている対象分野)

千葉県 流山市 12220 19
新型コロナウイルス感染症対策事業（商工振
興課）

①新型コロナウイルス感染症拡大や原油価格及び物価高騰の影響によ
り、一定以上売り上げが減少し、SN4号の認定を受けた事業者の融資に
かかる負担軽減を図るもの。市融資制度（SN4号枠）利用者に利子及び
信用保証料を全額補給する。（新規融資はR5年度に終了。既存貸付分に
対し利子補給等を実施）
②③
利子補給金　 ：20,316,000円（R5年度以前に金融機関が実行した融資の
貸付残高×年利率2.35％）
信用保証料補給金：15,123,000円（R5年度以前に金融機関が実行した融
資の貸付残高×保証率0.8％×分割係数0.55）
計　　            　　　35,439,000円
④事業者

⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

R6.4 R7.4以降 35,439
SN４号認定
交付申請に対する支給率　99%以上

HP、広報 対象分野に関連しない

千葉県 流山市 12220 20
流山市事業者グループ提案型売上アップ・プ
ロジェクト応援事業

①原油高騰・物価高騰による仕入価格上昇等の影響で収益が減少した市
内中小事業者等に対して、売上回復や販路の拡大等を目的とした事業に
対し、その効果が見込めると判断した場合にかかる経費の一部を補助す
るもの。
②③グループ提案型売り上げアップ・プロジェクト応援事業審査会委員
報償費：         22,000円
補助金　　　　　　　　　　　　　　　2,340,000円
計　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,362,000円
④市内事業者

⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

R6.4 R7.4以降 2,362 提案グループ数　2事業者 HP、広報 対象分野に関連しない

千葉県 流山市 12220 21 安心安全支援事業（防犯カメラ分）

①物価高騰の中、地域社会における防犯対策強化のため、自治会が防犯
カメラを設置する際に、設置に要した費用の1/2を補助するもの。
②③防犯カメラ補助金（1台上限30万円）
補助金額　　5,396,000円（1/2県補助）
④自治会

③消費下支え等を通じた生活
者支援

R6.4 R7.3 5,396 補助台数　32台 HP、広報 対象分野に関連しない

千葉県 流山市 12220 22 ひとり親家庭等生活向上事業

①物価高騰の中、生活困窮者世帯の中学校２、３年生の子どもの学習支
援のため学習塾へ通えるよう支援するもの。
②③ひとり親家庭等生活向上事業業務委託料　60,000,000円(3/4県補
助）
④中学２，３年生を子どもに持つ児童扶養手当受給世帯及び生活保護世
帯等

①エネルギー・食料品価格等
の物価高騰に伴う低所得世帯
支援

R6.4 R7.3 60,000 対象人数　179人 HP 対象分野に関連しない

千葉県 流山市 12220 23 安心安全支援事業（ステッカー支給分）

①物価高騰の中、地域社会における防犯対策強化のため、防犯協定を結
んでいる6事業者に、「防犯パトロール実施中」というステッカー、マ
グネットシートを支給するもの。
②③
ステッカー、マグネットシート等消耗品購入費　800,000円
④防犯協定を結んでいる6者

③消費下支え等を通じた生活
者支援

R7.1 R7.3 800 対象事業者　6者 HP 対象分野に関連しない

千葉県 流山市 12220 24
物価高騰支援事業（社会福祉課　追加支給
分）

①物価高騰の中、住民税均等割のみ課税世帯の負担軽減を図るため、1
世帯３万円を支給するもの。また、同世帯の子ども１人当たり２万円を
加算するもの。
②③住民税均等割のみ課税世帯への給付金及び事務費
均等割のみ課税世帯　30千円×2,500世帯＝75,000千円
子ども加算　　　　　20千円×400人　　＝ 8,000千円
事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　1,500千円（消耗品費、役務
費等）
計　　　　　　　　　　　　　　　　　　 84,500千円
④住民税均等割のみ課税世帯

①エネルギー・食料品価格等
の物価高騰に伴う低所得世帯
支援

R7.2 R7.4以降 84,500
対象世帯2,500世帯
子ども加算対象人数　400人

HP、広報 対象分野に関連しない


